
Ĵ 開示すべきセグメント情報
（単位：千円）

区 分 大 学 附 属 学 校 園 小 計 法 人 共 通 合 計

業務費用
業務費 4¶961¶731 840¶918 5¶802¶650 474¶159 6¶276¶809

教育経費 970¶407 147¶782 1¶118¶189 ` 1¶118¶189

研究経費 378¶423 ` 378¶423 ` 378¶423

教育研究支援経費 135¶564 ` 135¶564 ` 135¶564

受託研究費 93¶717 ` 93¶717 ` 93¶717

共同研究費 12¶479 ` 12¶479 ` 12¶479

受託事業費 23¶375 ` 23¶375 ` 23¶375

人件費 3¶347¶765 693¶135 4¶040¶900 474¶159 4¶515¶059

一般管理費 286¶901 ` 286¶901 62¶421 349¶322

財務費用 10¶873 ` 10¶873 178 11¶052

小 計 5¶259¶507 840¶918 6¶100¶425 536¶759 6¶637¶184

業務収益
運営費交付金収益 545¶404 13¶760 559¶164 2¶881¶995 3¶441¶159

学生納付金収益 2¶564¶914 8¶883 2¶573¶797 ` 2¶573¶797

受託研究等収益 117¶917 ` 117¶917 ` 117¶917

受託事業等収益 24¶792 ` 24¶792 ` 24¶792

補助金等収益 90¶718 3¶000 93¶718 ` 93¶718

寄付金収益 49¶231 9¶199 58¶430 ` 58¶430

施設費収益 20¶853 ` 20¶853 ` 20¶853

資産見返負債戻入 192¶992 3¶722 196¶714 3¶089 199¶804

財務収益 ` ` ` 2¶473 2¶473

雑益 127¶907 218 128¶126 ` 128¶126

小 計 3¶734¶731 38¶783 3¶773¶515 2¶887¶557 6¶661¶072

業務損益 � 1¶524¶776 � 802¶134 � 2¶326¶910 2¶350¶798 23¶887

土地 11¶473¶500 5¶977¶000 17¶450¶500 791¶470 18¶241¶971

建物 6¶113¶063 1¶411¶481 7¶524¶545 335¶680 7¶860¶226

構築物 376¶758 49¶679 426¶437 5¶153 431¶591

その他 4¶148¶753 27¶236 4¶175¶989 1¶820¶062 5¶996¶052

帰属資産 22¶112¶076 7¶465¶396 29¶577¶472 2¶952¶367 32¶529¶840

注１．各セグメントに配賦不能な業務損益及び資産は「法人共通」に計上しております。
２．業務費用のうち、法人共通（536¶759千円）は各セグメントに配賦不能の費用であり、その主な内訳は、役員人件費（120¶101千円）、事務局本部職員人件費（354¶057千円）、一般管理費（62¶421千
円）です。
３．業務収益のうち、法人共通（2¶887¶557千円）は各セグメントに配賦不能の収益であり、その主な内訳は、特別教育研究経費と特殊要因経費（退職手当以外）を除く運営費交付金収益（2¶822¶682千
円）です。
４．帰属資産のうち、法人共通（2¶952¶367千円）は各セグメントに配賦不能の資産であり、その主な内訳は、職員宿舎の土地（600¶000千円）、建物（320¶402千円）、現金及び預金（1¶810¶105千円）で
す。
５．目的積立金の取り崩しを財源とする費用は、大学において102¶942千円発生しております。
６．損益外減価償却相当額及び損益外減損損失相当額並びに引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額は以下のとおりです。
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